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１．本研究の目的  

 太陽光を高効率で集光する装置、スチール系材料の耐熱温度(650C)程度まで集熱する装

置の開発、受熱し高温に耐える蓄熱材、熱媒体、及びこれらを組み合わせた集熱・蓄熱シ

ステムを開発する。集光方式、熱媒体材料の選定を行い、効率の高い集光装置、集熱管、

光学選択膜、蓄熱材、熱媒体の新規開発、集熱システムのシミュレーションを開発しその

設計を行う。 

 

２．研究実施体制  

 

＊高温高効率集熱管の開発については平成 30 年度に実証試験実施の予定のため、別途報

告を行う。 
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３．研究成果 

３－１． 高温集光集熱システムの開発 

アンモニア 2000t/day に相当する水素製造に必要な熱および電力を供給できる 650℃高温集

光集熱システムの検討をトラフ型、フレネル型、タワー型、クロスリニア型の各集光システムについ

て行った。 

検討の結果、例えば、トラフ型においては、プラント規模 36848MWh/day、ミラー面積 7.6km2、

土地面積 19.1km2の結果を得た。 

新 ISプロセスおよび新水蒸気電解プロセスへの太陽熱インテグレーション検討を行った。新 IS

プロセスの場合アンモニア 2000t/dayに相当する水素製造に必要な熱および電気を供給するため

に必要な熱量は 1500MW で、熱媒体の入熱温度は 650℃、熱媒体の戻り温度は 350℃という結

果となった。新水蒸気電解プロセスへのエネルギー供給に必要な熱量は 2000MWであった。 

数値解析（光線追跡、熱伝達解析、応力解析）によって、集光集熱効率、伝熱管の温度、熱歪

や熱応力等を計算し、集光集熱計算を行った。結果を基に経済性の検討（設備費）を実施し、既

存の硝酸塩系熱媒体と比較して設備費が-11%となった。集光集熱設備の実証プラントの構成案

を作成した。実証の候補地はスペイン・アンダルシア州アルメニア県にある PSA（太陽熱研究プラ

ットフォーム）で集光設備は汎用フレネル式を採用し、集熱規模は約 3MWであった。 

 

３－２．化学蓄熱の開発 

化学蓄熱材料として、オルトケイ酸リチウム/二酸化炭素(Li4SiO4/CO2)系を選択した。Li4SiO4 と

Zeolite を用いた化学蓄熱システムを提案した。本化学蓄熱システムでは 650℃及び、700℃で熱

を蓄熱可能であった。Li4SiO4のエネルギー密度は 730 kJ L-1であった[1,2,3]。 

低コスト蓄熱材料探索のため様々な金属について、その反応性および価格を調査した。Li系

では Fe2O3および ZrO2を利用した反応が候補として挙がった。材料コストが 30-40％程度まで低

コスト化が期待できた。考案した Kプロセスによる化学蓄熱材料のタブレット化を行い、従来よりも

高い低温反応活性、耐久性が確認された。量産型タブレット Kmを外注によって試作した。オルト

ケイ酸リチウム充填層反応器(LPR)を開発し、量産した Km タブレットを改良型充填層反応器で評

価し、化学蓄熱性能が確認された。並行してゼオライト充填層反応器(ZPR)を作成し、LPR と ZPR

を接続し、化学蓄熱熱駆動運転の実証に世界で初めて成功した。 

化学蓄熱を伴う高温集光集熱システムを検討し、開発品熱媒体で化学蓄熱を用いた場合、硝

酸塩系の２タンク蓄熱システムと比べて建設費が-18.6%となり大幅なコストダウンが見込める結果

となった。 

温度波法の高温適用を、硝酸塩単独系の熱伝導率の測定による妥当性を評価したのち、開発

中の新規な炭酸塩、塩化物の熱伝導率を 650 ℃まで、不活性ガス置換下で測定した。高温用長

波長小型顕微赤外線画像システムを開発し、二酸化炭素気流下の 700℃以上の高温観察へ応

用し、Li4SiO4/CO2 系の化学反応過程の熱の可視化を行い、化学蓄熱材における炭酸化、液化、

脱炭酸に相当する熱画像を捉えた。 

 

３－３．熱媒体の開発 

５元系炭酸塩の粘度降下を目的に固相線・液相線（相対値）の測定、微結晶除去方法の構築
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を行った。炭酸塩を CO2 雰囲気とすることで、重量減少温度が高くなることを確認した。5 元系炭

酸塩は 17.9年間のライフであることを予測した。 

ステンレス鋼基材表面に処理を施す方法を提案し安定な不働態皮膜の形成によりコー

ティング腐食速度 2m/年以下を静止浴中で達成した[3,4]。また、気密性の高い動的腐食評

価装置を作製し、炭酸塩系熱媒体の動的腐食評価に表面処理テストピースを用いると、腐食速度

2.3μm/yに抑えられる事を確認した。 

Li 系塩化物熱媒体を開発し、耐熱性 650℃以上、350℃に於ける粘性率 100mPa･s 以下の目

標を達成した。さらに低コスト化が期待できる Na 系塩化物熱媒体を開発し、耐熱性、粘性率の目

標を達成するとともに、原料価格を基に比較した熱媒体コストも、硝酸塩同等以下を達成した。 

塩化物系熱媒体では電気防食（カソード防食）と熱媒体の脱水・脱酸素、鋼材種検討に

よる防食を試みた。Li 系塩化物熱媒体については、電気防食により 310S 鋼の腐食速度を

低減し、動的腐食環境下に於いて目標である 0.1mm/年以下を達成した。Na 系塩化物熱媒

体については、脱水により Ni 材の腐食速度を低減し、静的腐食環境下に於いて目標である

0.1mm/年以下を達成した。 

熱媒体の粘度を正確かつ速やかに測定する手段として回転円筒法を採用した。カップとシリン

ダー材に高純度アルミナを使用し、多種の熱媒体候補液体の粘度を安定して測定できた[5]。材

料に応力を加えた状態（試片の U 字曲げ）で熱媒体に浸漬して腐食試験を行ったところ、残留応

力による割れなどの腐食促進は認められなかった。X 線回折法による残留応力の測定などから、

熱による応力緩和が起こっていることが分かった。 

開発した炭酸塩熱媒および塩化物熱媒について、選定したフレネルのような線集光システムに

は低粘度の熱媒体が不可欠であることから粘度が低い塩化物を選定した。また、その中から最も

コスト低減効果が高い Na系塩化物熱媒を候補熱媒に選定した。 

 

３－４．まとめ 

高温集光集熱システムを構築し、炭酸塩系熱媒体を用いた検討を実施した。650℃集光集熱

システムにおいてはアンモニア 2000t/dayに相当する水素製造に必要な熱および電力を供給でき

るプラントの検討を行い、プラント規模 36848MWh/day、ミラー面積 7.6km2、土地面積 19.1km2の

結果を得た。数値解析によって、経済性の検討（設備費）を実施し、既存の硝酸塩系熱媒体と比

較して設備費が-11%となった。集光集熱設備の実証プラントの構成案を作成した。実証の候補地

はスペイン・アンダルシア州アルメニア県にある PSA（太陽熱研究プラットフォーム）で集光設備は

汎用フレネル式を採用し、集熱規模は約 3MWであった。 

700℃で蓄熱可能な熱オルトケイ酸リチウム/二酸化炭素(Li4SiO4/CO2)と Zeolite を用いた化学

蓄熱システムを提案した。材料エネルギー密度は 730 kJ L-1 と潜熱、顕熱材料に比して優れてい

た。Fe2O3および ZrO2の複合により材料コストが 30-40％程度まで低コスト化が期待できた。 

考案した Kプロセスによる化学蓄熱材料のタブレット化を行った。オルトケイ酸リチウム充填層

反応器(LPR)、ゼオライト充填層反応器(ZPR)を作成し、LPR と ZPRを接続し、化学蓄熱熱駆動

運転の実証に世界で初めて成功した。化学蓄熱を伴う高温集光集熱システムを検討し、開発品

熱媒体で化学蓄熱を用いた場合、硝酸塩系の２タンク蓄熱システムと比べて建設費が-18.6%とな

り大幅なコストダウンが見込める結果となった。温度波法の高温適用により開発中の新規な炭酸
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塩、塩化物について、650 ℃までの熱伝導率測定に成功した。化学蓄熱材における炭酸化、液

化、脱炭酸に相当する熱画像の撮影に成功した。 

熱媒体については、５元系炭酸塩の粘度降下を目的に固相線・液相線（相対値）の測定、微結

晶除去方法の構築を行った。ステンレス鋼基材表面に処理を施すことで炭酸塩系熱媒体の

コーティングに対する腐食速度 2m/年以下を静止浴中で達成した。また、動的腐食評価に

おいて腐食速度を 2.3μmm/yに抑えられる事を確認した。 

さらに塩化物熱媒体を開発し、耐熱性、粘性率の目標を達成した。塩化物系熱媒体では電気

防食（カソード防食）と熱媒体の脱水・脱酸素による防食を行い、電気防食により 310S 鋼

の腐食速度を低減し、目標である 0.1mm/年以下を達成した。 

開発した炭酸塩熱媒および塩化物熱媒について、選定したフレネルのような線集光システムに

は低粘度の熱媒体が不可欠であることから粘度が低い塩化物を選定した。また、その中から最も

コスト低減効果が高い Na系塩化物熱媒を候補熱媒に選定した。 

 

３－５．今後の課題 

 本研究により 650℃の熱媒体を用いることでの優位性は明らかになったが、商業化へ向け

て今後は実証していく必要がある。まずは、小規模の熱媒体循環試験および蓄熱試験を行

い、そこでポンプ、バルブ、計装、配管の開発を行う。その後、集光集熱実証へと進める

ことで商業化へ結びつけることが可能となる 

熱媒体実用化のためには、長期間の循環ループ装置を用いた腐食試験による耐久性の確

認が不可欠である。 

化学蓄熱装置は実用化のためのより大容量化が求められる。また、熱媒体を通しての熱

交換実証試験が必要であり、循環試験装置に接続しての実証試験が課題である。溶融塩熱

伝導率測定に関してはデータの安定性向上が目標である。 

 

 

４．外部発表実績  

（単位：件数） 

学会発表 講演 査読付論文 査読なし論文 取材 合計 

21 11 5 2 1 40 

 

 

５．特許出願実績  

 出願番号 発明の名称 出願年月日 出願人 

1 特願2014-148306 ガラス組成物及び熱媒体 
平成 26 年 7

月18日 

国立大学法人京都

大学 

綜研テクニックス

株式会社 

東ソー株式会社 

2 特願2014-153498 太陽熱集熱装置 
平成26年 

7月29日 

東洋エンジニアリ

ング 

株式会社 
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3 特願2014-188130 

ケミカルヒートポンプ、化学

蓄熱システム、発電システム、

水素製造システム、熱輸送シ

ステム、化学蓄熱容器 

平成 26 年 9

月16日 

独立行政法人科学

技術振興機構 

4 特願2015- 69896 溶融塩型熱媒体 
平成 27 年 3

月30日 

綜研テクニックス

株式会社 

5 特願2015-099166 太陽熱集熱装置 
平成27年 

5月14日 

東洋エンジニアリ

ング 

株式会社 

6 特願2015- 117579 

溶融塩型熱媒体、溶融塩型熱

媒体の使用方法及び太陽熱利

用システム 

平成 27 年 6

月10日 

綜研テクニックス

株式会社 

7 特願2016-119473 

溶融塩型熱媒体、溶融塩型熱

媒体の使用方法及び太陽熱利

用システム 

平成 28 年 6

月16日 

綜研テクニックス

株式会社 

8 
PCT/JP2015/073721 

(特願2014-170528) 

水素製造システム、水素製造

方法およびそれを用いたアン

モニア製造方法 

平成 27 年 8

月24日 

千代田化工建設株

式会社 

9 特願2017-016768 
組成物、製造方法およびその

用途 

平成 29 年 2

月1日 
東ソー株式会社 

10 特願2017-037070 
組成物、製造方法およびその

用途 

平成 30 年 3

月2日 
東ソー株式会社 
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